
 

 

2022 年 3 月 29 日  

複数拠点の被災状況 (震度 )観測一元把握サービスの提供開始  

リモートワークを踏まえた事業継続のため白山工業株式会社と新たな業務連携  

ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社（本社：東京都新宿区、代表取締役社長：桜井  淳

一、以下「ＳＯＭＰＯリスク」）は、大規模地震発生時の、企業等の円滑な初動対応及び事業

継続活動を支援することを目的に、白山工業株式会社（本社：東京都府中市、代表取締役：

吉田  稔、以下「白山工業」）と提携して「複数拠点の被災状況 (震度 )観測一元把握サービス」

（以下「本サービス」）を開始しました。  

1.  背景  

多数の拠点等をかかえる企業においては、大規模地震発生時の初動対応及び事業継続対応とし

て、各拠点の被害状況把握が重要となります。しかし、被災地域内の各拠点と連絡をとり、状況を

とりまとめるには多大な労力を要します。またコロナ禍では把握した情報の共有も課題となって

います。大規模地震発生時には、気象庁等が地域別の震度分布を発表しますが、局所的な地盤条件

や建造物の特性により、拠点の実際の震度は異なる場合があります。このような背景の下、ＳＯＭ

ＰＯリスクは白山工業と連携して本サービスの提供を開始することとしました。 

2.  本サービスの概要  

（ 1）内容  

① LTE-M 通信/Wi-Fi による自動アップロード機能つきの計測装置を設置 

②地震発生時には計測データをクラウドサーバに自動でアップロード  

③スマホや PC 等で各拠点 (建物 )の震度や被害状況をまとめて確認  
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（ 2）特長  

①  自社拠点に観測装置を設置することで、気象庁発表の地域を代表とする震度よりも的

確に拠点の状況を把握することができる。  

②  自社の複数拠点の被害状況を迅速に把握することで、初動対応、被災地支援、事業継続

/早期復旧等の円滑化が可能。  

③  取引先や物流拠点に設置することで、サプライチェーンの被害状況の把握が可能。  

④  ワークショップ訓練と併せて取り組むことで、災害時の意思決定力の向上が可能。  

⑤  設備耐震診断と併せて取り組むことで、事業影響の判断や早期復旧活動の取り組みが

可能。  

⑥  地震計メーカならではの高精度計測が可能、マップ /リスト形式により広域・多拠点の

管理が可能、遠隔での死活監視、ファームウエアプデート機能有り。  

 

（ 3）費用（計測装置 1 台あたり [LTE-M 通信契約有の場合 ]）  

①  初期費用９万円（税抜）～   

②  年間３万７２００円（税抜）～   ※通信等の条件により異なります。  

3.  受注目標  

年間 20 件、 1,000 万円の受注を目指します。  

4.  今後の展開  

ＳＯＭＰＯリスクは、引き続きサービスレベルの向上、サービス内容の拡充に取り組み、お客さ

まの安心・安全・健康に資する最高品質のサービスを提供してまいります。 

ＳＯＭＰＯリスクマネジメントについて  

ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社は、損害保険ジャパン株式会社を中核とするＳＯＭＰＯホールディ

ングスのグループ会社です。「リスクマネジメント事業」「サイバーセキュリティ事業」を展開し、全社的リス

クマネジメント（ERM）、事業継続（BCM・BCP）、サイバー攻撃対策などのソリューション・サービスを提供してい

ます。  

サービス内容に関するお問い合わせ先  

ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社  リスクマネジメント事業本部  

ＢＣＭコンサルティング部［担当：菅、新藤］  

〒 160-0023 東京都新宿区西新宿 1-24-1 エステック情報ビル  

TEL： 03-3349-4677（直通）  

報道機関の方からのお問い合わせ先  

ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社  

総合企画部［担当：野本］  

〒 160-0023 東京都新宿区西新宿 1-24-1 エステック情報ビル  

TEL： 03-3349-3500  
以上  
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